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第一 杉並の住民ボランティア
杉並の地域住民による防犯ボランティアの現況と支援のあり方
i はじめに
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防犯，少年非行，児童福祉(少年非行関係)，犯罪者の処遇という相互に関
連する一連の分野において，犯罪(非行を含む。以下同じ。)に対処するボラン
ティアの歴史を振り返ると，公的活動を促進，助成する機能の面で，長期に
わたり多くの実績をあげていることが分かる O 防犯指導員，少年補導員，
(民生)児童委員，保護司など，制度設立の経緯を別にし，任務，立場，法的
根拠等も異なるが，それぞれいず、れも重要な役割を果たしているO また，こ
こに掲げた以外でも，多くの人々が様々な立場で活動しており，地域社会を
場とした地域住民による自主活動が社会における犯罪対処の強固な基盤を形
成していることが理解できる10
「刑事司法制度及び警察，裁判所，矯正機関の下位制度は，世界を通じ，
公衆参加にその源を発するJ2と言われており，最近活発化しているボランテ
ィアをめぐる議論も，聞かれた刑事政策の面で住民参加論の影響を受けてい
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るだけではなし犯罪対処をめぐる歴史におけるボランティアの固有の位置
付けの重みも大きいことが分かる30
現在，社会のあらゆる分野においてボランティアが注目されているが，防
犯の分野に関する活動もそのひとつであり，犯罪情勢の悪化などの情勢を受
けて，全国で展開されている O 本稿においては，東京都杉並区4という典型
的な都市部のまちに焦点を絞って，防犯ボランティアに関する地域住民の自
主活動の現況を明らかし，それに対する支援のあり方について検討しようと
するものである。犯罪に対処する現場は地域であり，被害者として犯罪と直
接向き合うのは地域住民であることから，一つの地域を定めて，そこから全
体を見渡そうと考えたところである50
なお，本調査に当たっては，早稲田大学法学部学生橋本あゆみ様にお世話
になった。この場を借りて御礼を申し上げたい。
E 活発化する防犯ボランティア
1 ボランティア， NPOの定義
「ボランティアJ(volunteer) とは，古典的定義では， I自発性，無償性，
利他性に基づく活動，又はそれに携わる人」を指す。近年，この定義がしだ
いに変化しつつある O 無償性については，有償ボランティアの出現があり，
また，先駆性，補完性，自己実現性といった新しい概念が提案されている O
先駆性とは，既存のシステムでは存在しない新しい役割を担うこと，補完性
とは，既存の行政システムでは対応しきれないニーズに応えること，自己実
現性とは，ボランティアがそれに参加する個人の自己実現の場の役割を果た
すことを意味している60
rNPOJとは，英語の NonprofitOrganizationの略語で， I非営利組織」
と翻訳され， I継続的，自発的に社会貢献活動を行う，営利を目的としない
民間団体Jを指す。利潤の考え方そのものを否定はしないが，利益を追求し
ない民間の組織である o INPO法人Jとは， I特定非営利活動促進法J(平成
10年 3月25日法律第 7号。以下 iNPO法jという。)に基づき法人格を取得した
「特定非営利活動法人Jの一般的な総称である O 法人格の有無を問わず，
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様々な分野(福祉，教育・文化，まちづくり，環境，国際協力等)で，社会の多様
化したニーズ、に応える重要な役割を果たすことが期待されている70
NPO法は，平成7年1月17日に発生した阪神・淡路大震災の救援・復旧
過程で，ボランティアによる目覚ましい活動が実績として認められ，これを
契機として，ボランティアや NPOを社会的に認知しようとする動きが本格
化し，議員提出法案として成立した。 NPO法人として認められるためには，
法律に基づく要件を満たす必要があり，特定非営利活動として17種類の活動
があげられているうち(別表)， I第7号地域安全活動J，I第11号子どもの
健全育成を図る活動」が，防犯ボランティアの活動の範囲に近いと思われる。
2 近隣共同体における犯罪抑止機能
健全で安心できる安全な社会を実現する場は，地域そのものであり，その
中心となるのは地域住民である O わが国における自主防犯活動は，古くから
あった生活に密着した草の根レベルの日常的な自主活動が，自治会や町内会
といった自治組織と不可分に結び付きながら，主として防犯・防災の分野で
展開されてきたと言われている。そのような自主活動がボランティアとして
特別に自覚されるようになったのは最近のことであって，従来は，地域住民
が地域の日常的な自主活動に取り組むなかで，犯罪の防止が図られていたと
考えられる80
このような時代の防犯関係の民間団体としては，防犯協会があげられるO
戦後の混乱期に，地域住民によって自衛のための活動として取り組まれ，
1946年には警視庁警察署管内で地区防犯協会が結成され，その後，地区防犯
協会の連合組織として東京防犯協会連合会が設立され， 1962年には，全国の
連合組織として全国防犯協会連合会が設立された。防犯協会は，防犯広報，
防犯診断，防犯パトロール，防犯機器・施設の普及などの活動を任務とし，
鍵かけ等の日常的心構えや防犯運動の呼びかけなどを通じて，昭和から平成
にかけて，民間の防犯活動の中心的存在であった90
3 地域における防犯ボランティアの活発化
近年，近隣共同体の社会調整機能の低下が著しく，日常的な自主活動もし
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だいに低調となり，家族の弱体化，企業への帰属意識の低下などとあいまっ
て，過去において果たしてきた犯罪抑止機能の劣化が，大きな社会問題とな
ってきた。一方，犯罪情勢は悪化し，わが国の刑法犯認知件数は，平成8年
から平成14年にかけて 7年連続で戦後最多を記録し，平成14年の2，853，73S
件でピークに達した。それ以後減少傾向にあるが，残念ながら「世界一安全
な国，日本」の復活は決して容易ではない。地域住民が身近に不安を感じる
街頭犯罪，侵入犯罪ゃいわゆる振り込め詐欺(恐喝)，子どもや女性等の社会
的弱者が被害者となる事案は，依然として多発し，生活の安全・安心の確保
にとって予断を許さない状況が続いている。
このような情勢のなかで，地域住民は犯罪の被害者として脅威を日常的に
受け，地域社会の安定と生活の安全・安心は，重大な危機に直面することと
なった。身近な問題について地域住民が積極的に関与し，皆でその解決を目
指していくことが今求められているのだという認識が広まり，地域住民の陪
で， I地域のことは地域で守る。」という連帯意識，自主防犯意識が高まり，地
域の犯罪情勢の悪化に対して深い関心と強い危機意識が持たれるようになっ
た。複雑化した現代社会においては，犯罪防止が警察のみによって達成され
ることを期待するのには無理があり，地方自治体と連携した地域住民の自主
活動によって，生活の安全・安心が確保されるだけではなく，弱体化しつつ
ある近隣共同体の機能も回復できるのではないかと期待されるようになった。
このような変化のなかで，犯罪防止のためのボランティアが正面から議論
され，防犯ボランティア団体の結成が全国で進められ，政府・地方自治体・
警察による支援も本格的に取り組まれるようになった。地域住民のニーズに
あった，より効果的・効率的な犯罪防止活動が推進されるようになり，地域
社会が犯罪防止において果たす役割がより重要なものとなってきたのであ
る100
E 杉並の犯罪情勢，防犯ボランティア団体の現況
1 杉並区の沿革
杉並区は，東京23区の西端に位置し，面積は約34平方キロと23区中8番目
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の広さをもち，大正期から東京の近郊住宅地として人口が急増し，文人，学
者，ジャーナリスト等が多く移り住み，比較的自然に恵まれた住宅都市とし
て成長してきた。人口は，昭和50年の約56万人をピークに，減少と微増の時
期を経て， 2008年9月1日現在約53万7千人である O
昭和初期以降の急激な都市化により，かつての農村の姿は失われ，地域社
会における人間関係が希薄化しているのは，杉並のみならずわが国の都市部
の特徴的傾向であり，その意味で，杉並は現代のわが国が抱えている問題が
典型的に現れている地域の一つである O また，杉並は，福祉問題，環境問題
等の地域住民の生活に直接結びつく課題に関して，地域住民による議論と参
加が活発な地域であると言われている110
2 杉並区の犯罪情勢
犯罪をめぐる情勢は，平成8年頃から全国的に悪化の傾向を強め，地域住
民の安全・安心にとって大きな脅威となってきた。杉並区においても，犯罪
情勢の悪化は同様で、あり，空き巣等の犯罪被害が閑静な住宅街を舞台として
引き起こされていた。日々発生する犯罪から手痛い被害を受け，本来平穏で
あるはずの日常生活に対する不安感にさらされたのが，地域住民であった。
「ご近所付き合い広目隊」の本橋宣彦氏は，当時を振り返って， rこのあたり
は空き巣の被害が多くて，どこもかしこも入られている時期がありました。」
と語っている O
犯罪統計をみても，それは裏付けられる O 警察が発生を認知した刑法犯件
数は，平成14年が最悪の状況となり，東京都内で301，913件，杉並区内では
11，115件で，平成10年と比べると，都内が20.2%の増加であったのに対し，
杉並区内は61.5%増と，都内全体の3倍を超える増加率となっていた。特に
窃盗犯の増加が顕著であり，平成14年の認知件数をみると，都内は240，874
件，杉並区内は8，735件で，平成10年と比べると，それぞれ15.7%，59.8% 
の増加となっており，杉並区内の悪化が目立っていた。空き巣被害について
は，都内23区では世田谷区に次いで第2位の認知件数を記録し，生活の安
全・安心に対する杉並区民の不安感が高まっていった120
杉並区の刑法犯認知件数の推移(平成14---19年)は，表1のとおりで，平成
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表1 杉並区の刑法犯認知件数の推移(平成14"'19年)
(括弧内は，平成14年を100としたときの指数)
平成 14年 15年 16年 17年 18年 19年
杉並区(件) 11，115 10，752 8，993 8，688 8，886 7，538(68) 
参考)東京都 301，913 299，406 283，326 253，912 244，611 228，805(76) 
参考)全国 2，853，739 2，790，136 2，562，767 2，269，293 2，050，850 1，908，836(67) 
(警視庁統計，警察庁統計)
19年には，杉並区内は7，538件(平成14年を100とした指数は， 68。以下この項同
じ。)，東京都内は228，805件 (76)，全国は1，908，836件 (67) となっており，
防犯ボランティアによる活動強化が認知件数減少に貢献したものと思われ
るO
3 杉並区の防犯ボランティア団体の現況
地域の犯罪情勢の悪化に対して問題意識を持つ地域住民により，平成15年
ごろから，多数の防犯ボランティア団体が結成され，生活の安全・安心の確
保のための，地域の実態に即した精力的な活動が取り組まれていった。
杉並区の防犯ボランティア団体の推移(平成15~19年末現在)は，表 2 のと
おりで，杉並区では平成15年に40団体であったが，平成16年には113団体と
大幅に増加し，平成19年には137団体(平成15年を100とした指数は， 343。以下こ
の項同じ。)となっている O 全国においても増加傾向は同様で、あり，平成15年
の3，056団体から平成19年には37，774団体(1，236) と，急増している O この
ように平成15年から19年にかけて，多くの防犯ボランティア団体の結成が進
められてきており，問題の深刻さと地域住民の熱意を感じることができる O
表2 杉並区の防犯ボランティア団体の推移(平成15"'19年末現在)
(括弧内は，平成15年を100としたときの指数)
平成 15年 16年 17年 18年 19年
杉並区(団体数) 40 113 124 135 137(343) 
参考)全国 3，056 8，079 19，515 31，931 37，774(1，236) 
(杉並区統計，警察庁統計)
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4 結成された防犯ボランティア団体の状況
東京都において結成された防犯ボランティア団体の結成・活動状況13と地
域との関連をみると，地域住民が自ら生活する場である地域において取り組
む型(以下「地域型」という。)と，地域の枠から出て，特定の目的や理念，行
動様式，専門技術などに基づ、いて広域にわたり活動する型(以下「専門型」と
いう。)と，二つの類型が存在する O 前者は，杉並の防犯ボランティア団体に
共通する性格である一方，例えば「ガーディアン・エンジェルス」は後者の
型に当たると言える140
なお，杉並区における NPO法人の現況をみると，危機管理，交通安全関
係のほかに，犯罪，非行に直接関係する法人はあまり見当たらないのが現状
である150
N 杉並の防犯ボランティアの特徴
防犯ボランティアに関して，平成20年2月，杉並の 4つの防犯ボランティ
ア団体から取材をさせていただいた(以下「杉並の取材jという。)0I下井草東
部自治会パトロール隊j，Iご近所付き合い広目隊j，I和泉ピースプラスワ
ンム「杉並自主ノfトロール隊ホークアイj(順不同)の各団体であり，いず、れ
も基本的には地域型の団体である O なお，杉並ではこの他にも多数の防犯ボ
ランティア団体が活動中であり，今回は取材の機会がなかったことを，深く
お詫び申し上げたい160
杉並の防犯ボランティアの特徴について，杉並の取材をもとに，東京都報
告書，警察庁による防犯ボランティア団体調査(以下「警察庁調査」という。17)，
内閣府による INPO(民間非営利組織)に関する世論調査j(以下「世論調査jと
いう。18)などをも参考にして，簡潔にまとめてみたい。特別に出典の引用が
ない記述は，杉並の取材に基づくものである O
1 ボランティアへの自主的取組み
ボランティア開始の動機をみると，まず犯罪発生被害があって，それに対
して何とかしなければということで取組みがはじまっているO 団体の結成の
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きっかけは，rご近所付き合い広目隊」ではマスコミとの接点から， r杉並自
主パトロール隊ホークアイjでは幼馴染みが中心となり， r和泉ピースプラ
スワンjでは小学校の野球チームのメンバーが中心となって取組みが開始さ
れているO 一方，既存の町会・自治会，防犯協会の中から生まれたのが「下
井草東部自治会パトロール隊」である。ご近所での犯罪発生被害が多くなっ
たということで，町会に防犯という役割があったことから，町会として立ち
上がっている O
東京都報告書(団体)によれば，結成された防犯ボランティア団体の大半
が結成母体を「町会・自治会J(68.2%) と，町会・自治会に基礎を置く防犯
協会(11.5%)に置いており，地域の内部から犯罪抑止機能を回復させよう
とする動きが活発化してきた現れであるとみられる O 既存の町会・自治会の
枠組みの改善・改革の観点、から，自主的な防犯活動に踏み出されており，新
しく活動を開始した防犯ボランティアの皆様の決意と行動を高く評価したい
と思う O このように町会・自治会を母体として防犯ボランティアをはじめた
団体が多数存在していることは，近隣共同体が衰退しているとみられている
東京という大都市においても，地域社会における犯罪抑止機能の再生の可能
性を見い出すことができることを示している O
防犯ボランティア団体のメンバーの参加状況についてみると，団体への参
加も脱退も自由であり，健康増進とか地域での対話などの多様な効果を生か
しつつ，参加のスケジュールもメンバーの判断に任されており，日常生活に
関する介入も一切みられないなど，メンバーの自由は十分確保されているO
旧来の近隣共同体の問題点とされた，過度に濃密な人間関係と個人生活に介
入する傾向は，完全に克服されている O 例えば「杉並自主パトロール隊ホー
クアイjでトは，活動自身も自己責任による単独行動パトロールを原則として
いる O
活動の経費については，区役所からの助成金(2固まで)のほか， r下井草
東部自治会ノfトロール隊Jでは町会費を， rご近所付き合い広目隊jでは協
力金や寄付金，バザーの収益などを， r和泉ピースプラスワン」では寄付金
やバザーの収益などを充てている or杉並自主パトロール隊ホークアイ」で
は自己負担を原則としており，区役所からの助成金も最初の 1回だけは受け
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取ったが 2回目は断っている O いずれも助成金をあてにはせず，行政に甘
える気持ちを拒否し，自らの努力によって，活動の独自性と自立性を大事に
しようとする熱意が強く感じられる O
2 活動の継続と新規参加
防犯ボランティアに取り組む世代の拡大についても努力がなされており，
「和泉ピースプラスワン」では夜間パトロールにより， I杉並自主パトロール
隊ホークアイ」で、は単独行動パトロールにより，多忙な現役世代の参加を促
している o Iご近所付き合い広目隊」では， PTAの母親の参加を進めてい
る。防犯ボランティアが長く続く秘訣は，無理をしないことと，健康維持，
情報交換，おしゃべり等副次的な楽しみを用意することであるといった共通
認識ができあがっている o I杉並自主パトロール隊ホークアイ」では， Iでき
る人が，できる時に，できる事を，できる所でJという指針を徹底し， I朝，
顔を洗ったり，歯を磨くように」自然にかつ当たり前に取り組めるようにし
ている O
しかしながら，若者の参加の少なさは問題となっており，東京都報告書
(団体)によると，運営上の問題や課題として， I若者の不足J(59.9%)， I地
域住民理解・評価獲得J(32.5%)， Iメンバーの不参加J(31.5%)， I活動効果
の有無J(24.0%)， I経費の不足J(23.9%)があげられているO なかでも，
「町会・自治会J，I防犯協会Jを結成母体とする団体では，本体自身が高齢
化しているため，若者の参加への期待が大きい。
参加への意欲はありながら，接点や機会がないため参加していない者も多
数にのぼるとみられる O 世論調査によると，過去5年間に NPOが行う行動
に「参加したことがない」は91.8%。活動に参加しなかった理由は， Iきっ
かけや機会がないJ(50.5%)， INPOに関する情報がないJ(29.6%)， I活動
に参加する時間がないJ(28.8%)， INPOについて関心がないJ(19.1%)の
JI頃となっている O
今後， NPOの活動に「参加したいと思うjとする者に，どのような点を
重視して参加する NPOを選ぶか聞いたところ， I目的や活動内容が共感で
きることJ(63.5%)， I自分の能力を発揮できることJ(33.9%)， r行政と協力
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して活動を行っていることJ(21.4%)， I市民が自立して活動を行っているこ
とJ(19.1%)， I活動の成果をあげていることJ(17.3%)， I多くの市民が参加
していることJ(17.0%)の順となっている。参加希望者の高い目標設定と個
性，自主性を尊重している様子がうかがえる O なお，今後NPO活動には
「参加したいとは思わないJは， 48.9%であった190
警察庁調査 (Q5)によると，参加のきっかけとしては， I活動団体の構成
員から誘われてJ(56.8%)， I防犯活動を見聞きして関心を持ったJ(33.0%)， 
「近隣の犯罪発生を聞いてJ(19.6%)， Iイベントに参加してJ(6.3%)， I広報
誌などで活動を知ってJ(5.3%)の順となっており，口コミ，現場での実働，
実際の犯罪被害の影響が大きい。
3 警察と地域社会のパートナーシップの強化と地域社会の再生
防犯ボランティア団体と地域社会との関係についてみると， Iご近所付き
合い広目隊」では， I全体の拠点として，馬橋稲荷神社の存在が大きく，地
域における祭礼の結びつきが大きな役割を果たしています。「広目隊」によ
って，バラバラになりかかっていた地域のご近所の関係が，少し改善してき
たようです。」と， I杉並自主パトロール隊ホークアイ」では， I他人任せで
はない，自己防衛，自助努力の意識を高めて，停滞し，活力の低下した地域
を， I世代交代，正確な情報の伝達，自己判断，自己責任」をキーワードに
改善した」と語られている。
杉並においても，旧住民と新住民が混在している地域が多く，両者の聞の
コミュニケーションの難しさが，地域の運営の困難さの一つの原因となって
いる O また，地域の町会は，かつて担っていた自治機能を失いつつあるのが
実情で，町会の役員と実際に活動する地域住民との役割分担も難しくなって
いる。
このような厳しい状況のなかで，町会によって自主防犯活動に取り組もう
とする動きが目立ってきており，そのなかで旧住民から新住民への参加の呼
びかけがなされるなど，地域住民どうしの交流も深まり，町会自身の活性化
もしだ、いに進みつつある O
一方，町会を超える形で，防犯ボランティアによって地域住民が相互の結
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びつきを強め，ご近所の関係を改善しているところもある O さらに，町会，
商庖会等から距離を置き，地域のいろいろなグループから発展して新しい防
犯ボランティア団体を結成して，独自の活動を行っているところもある O 既
存の仕組みから独立しているため，ボランティアの考え方や手法の独創性が
高く，技術面での工夫が特徴としてあげられる O
地域社会と警察との関係についてみると，現代においては，警察のみなら
ず，地方自治体，地域社会自身も，生活の安全・安心を構築する主体であ
り，警察のパートナーにほかならない。地域住民による防犯ボランティアが
活発化したことにより，地域をめぐる状況は変化しつつあり，今後，地域社
会のあり方や地域社会の犯罪抑止機能強化に大きな影響を及ぼすとみられ，
その点からも，防犯ボランティアに対する的確な支援が課題となってい
る200
V 杉並の防犯ボランティアに対する支援
1 杉並区における支援の枠組み
近年，杉並区内において，環境，福祉，教育等の多くの分野で区民の自主
的な活動が展開され，多様な公共的サービスを提供する NPO・ボランティ
ア団体を中心として，住民が必要とするサービスを住民自らの手で提供して
いく活動が広がっている O その結果，区民の社会参加の機会が拡大し，元気
と活力のある地域社会の再生の動きが強まっている O このような状況は，従
来の地方自治体と区民との相互関係に変化をもたらしつつあり， 1区民=サ
ービスの受け手J，1地方自治体二サービスの担い手」という従来の関係か
ら，区民と行政が役割と責任を分かち合うパートナーシップ(協働)の関係
という新たな自治の仕組みに発展する可能性を示している O
杉並区では，平成12年9月に 121世紀ビジョンJ(基本構想)を策定し，平
成14年3月には， 1杉並区NPO・ボランティア活動及び協働の推進に関する
条例J(平成14年3月19日杉並区条例第7号)を制定し， NPOやボランティアを
支援するために， 1すぎなみ NPO支援センター」を設立した。また，同条
例に基づき， 1杉並区NPO支援基金Jを設立した。この基金は，区民や団
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体及び事業者等からの寄付金を積み立て，あらかじめ区に活動登録した
NPO法人からの申請に基づき，区民等で構成する「杉並区NPO等活動推
進協議会」の審査を経て，同基金から NPO活動に資金を助成する仕組とな
っており，税制上の優遇措置が用意されている210
また，翌平成15年には， r杉並区生活安全及び環境美化に関する条例j(平
成15年3月17日杉並区条例第15号)を制定し，区民の自主的な活動への支援等に
ついての規定を整備した(7条)。
2 地方自治体，警察による支援
(1) 地方自治体による支援 防犯ボランティアに対する杉並区による具
体的支援としては，活動費助成制度(立ち上げ資金，活動継続資金各1回)，安全
パトロール隊(警察官OB)によるパトロール，資器材支給・貸与(防犯ノfトロ
ール手帳，防犯ベスト，腕章等)，情報提供(犯罪発生情報提供制度，安全パトロール
隊ニュース，学校安全マップ等)，研修会開催などが実施されている220
東京都青少年・治安対策本部では，大東京防犯ネットワーク(ポータルサイ
ト)の運営，子ども安全ボランティア活動への支援(腕章，ボランティア保険，
マニュアル等)，ステッカー配布，青色防犯パトロール補助事業，防犯カメラ
設置補助事業などが実施されている O
(2) 警察による支援 警察では，防犯ボランティアとの合同ノfトロー
ル，青色回転灯装備車の指定，パトロールに必要な装備品の貸与等(ユニホ
ーム，腕章，笛，懐中電灯等)，情報提供(地理情報を活用した事件事故発生状況マッ
プ，メールけいしちょう等)，研修会開催，広報啓発活動，ボランティア保険加
入などが実施されている230
羽 防犯ボランティアに対する支援のあり方
イギリスの環境犯罪学の専門家のバリー・ポイナー氏は， r犯罪予防策の
多くは， r持続不可能j(unsustainable)な戦略である O その効果は短命であ
り，維持してゆくには，多大の努力と十分な資源の動員が必要である。j，
「犯罪予防策の持続可能性を高めるよう，更に工夫する必要がある。」と語っ
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ている240
人的関係によって組み立てられ，人々の意欲という主観的な要素を基盤と
するボランティアは，活動開始当初の熱気をいかに持続し，メンバーの意欲
と活力を維持・向上し，各方面からの支援を獲得しながら，合理的で、効率的
な活動の運営を継続・充実できるかが，重要な課題とされているO 活発化し
つつある防犯ボランティアをし功瓦に力強く継続できるか，組織面・技術面で
どのような支援が必要かなどについて，項目に従い簡潔に述べたい。
1 防犯ボランティアの要望
世論調査によると， NPOの活動が一層活発になるために必要な要件とし
て， INPO自身が市民に対して積極的に理解を求めていくことJ(46.3%)， 
「行政がNPOの活動に必要な基盤づくりを充実させることJ(27.8%)， I職
場や学校などで，会社員や学生などが活動に参加する機運を高めること」
(22.7%)， INPOの活動を客観的に評価する仕組みを設けることJ(18.7%)， 
「市民一人ひとりが積極的に活動へ参加することJ(17.6%)があげられてい
るo ボランティアへの理解を促進するためには，ボランティアの自主性を尊
重しつつ，行政等による支援が適切に実施されることが必要であることが分
かる。
行政による支援については，警察庁調査 (Q23)によると， I最新の犯罪情
報・地域安全情報等の提供J(57.9%)， I物品，資材や金銭(経費)の支援J
(48.2%)， I効果的な防犯活動マニュアル等の提供J(39.6%)， Iリーダー養成
や構成員に向けた指導・研修J(32.0%)， I合同の防犯活動の企画，実施J
(29.9%)， I表彰制度などによる参加意識の啓蒙J(16.6%)があげられてい
るO
同様な要望は，東京都報告書(団体)においても明らにされており，団体
活動で必要なものとして， I地域の犯罪発生情報(速報)J (84 . 6 %) ，I警察署
との定期的な情報交換の場J(83.5%)， I腕章J(83.4%)， IベストJ(76.3%) 
(ボランティアであることを明らかにするため身につけるもの)， I打ち合わせ場所J
(77.4%)， I集合場所J(75.9%) (拠点となる場所)があげられている。
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2 新規メンバーの参加
ボランティアに意義を認め，それに参加したいと思いつつも，接点やきっ
かけがつかめずに，活動に踏み切れない地域住民は多数にのぼっている O 一
方，現在活動中の防犯ボランティア団体の悩みのひとつが，新規参加希望
者，特に手を挙げる若者が少ない点である O また，中堅の者についても，男
性は仕事，女性は子育てで多忙という理由から，参加者は多くはない。
一方，大学のゼミ活動と連携して若者が参加するケース，夜間や土曜日，
日曜日のパトロールを組み立てることによって中堅の男性が参加するケー
ス，学校の PTAと連携して母親が子どもを連れて参加するケースなど，上
手に工夫している場合も多い。
需要と供給は，明らかに存在しているわけであるから，その両者を結びつ
ける仕組みが必要である O 防犯ボランティア団体の活動概要等に関する情報
提供，オープンキャンパス，オープンハウスによる気軽な紹介，定期的な防
犯ボランティアの新規共通受付，地域の定例行事の機会をとらえた接点の設
定など工夫の余地は大きし行政や町会・自治会の出番も多いと思われる O
3 知識・技能の高度化に応える研修
防犯ボランティアに参加する地域住民は，皆が必要とされる知識・技能を
有しているわけではなく，活動経験も乏しいのが実情である O 犯罪を効果的
に防止するためには，知識・技能の向上を目的とした研修を積極的に推進す
ることが必要で、ある O
研修の内容については，どのような防犯ボランティアを社会が求めている
か，社会の要請に防犯ボランティアがどのように応えようとするかによっ
て，用意する知識・技能の中身も異なってくるO まず，パトロール活動を念
頭に置くならば，防犯ボランティアに求められる理念と心構えのほか，知
識・技能としては，地域の現場における行動要領，子どもの健全育成に関す
るノウハウ，相互のコミュニケーションに関するノウハウなどが基本とな
るO リーダーとしての役割を期待するならば，防犯ボランティアのリーダー
としての理念と心構えのほかに，知識・技能としては，地域における犯罪防
止の仕組み，振り込め詐欺等のより広範囲にわたる犯罪実態，犯罪の原因・
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背景などに関するより専門的な知識が求められることとなる O
また，防犯ボランティアを支える技術の習得も重要である。活動の管理，
ボランティア相互の連絡，犯罪発生情報の即時的把握などの面で， ITの威
力は大きく，ボランティアのパソコンに対する知識・技能の向上は，活動の
継続・充実にとって欠くことのできない重要な要素である o I杉並自主パト
ロール隊ホークアイ」は，パソコンと携帯電話を活用して，相互のコミュニ
ケーションと犯罪情報の即時的把握・即応を可能とするシステムを運用して
おり， IT化の進む一つのモデルと言える O さらに，防犯ボランティア団体
問でのコミュニケーションの確保と好事例の相互研究も重要でトあり，団体相
互の情報交換の場の設定が必要となろう O
このような研修カリキュラムを適切に提供するためには，それぞれのニー
ズに応じて習得が可能なように，全体を整理・体系化し，ボランティアの高
度化・専門化の要請に応えられるよう，量的・質的にも難易度も段階に応じ
て多様なものを整備することが求められている250
4 学校，学校支援地域本部との連携
地域と学校との関係については，平成20年度から，文部科学省の事業とし
て「学校支援地域本部事業」が開始されている O この事業は，近年の青少年
の犯罪，いじめ，不登校等の問題の背景には，都市化，核家族化，少子化及
び地域における地縁的つながりの希薄化，個人主義の浸透などによる「地域
の教育力の低下Jが指摘されており，また，学校現場では，教員の教育活動
以外の業務量増加が問題となっていることから，地域全体で学校教育を支援
し，地域ぐるみで子どもの教育を推進し，地域の教育力向上などを図ろうと
する取組みである O 杉並区では，従来から，学校と地域との連携を重視して
おり，文部科学省の新事業は，杉並区の状況も参考にしていると言われてい
る260
杉並区の町会・自治会，小学校，中学校の現況(平成20年)は，表4のと
おりであるO 杉並区の防犯ボランティア団体の多くは，町会・自治会や
PTAを結成母体としていることから，防犯ボランティアと地元の小学校や
中学校とは地域を通して深く結びついており，学校支援地域本部の運営に関
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表4 杉並区の町会等，小学校，中学校の現況(平成20年)
町会・自治会 161 
公立小学校(校) 43 
公立中学校(校) 23 
(杉並区統計)
しでも，登下校の見守り活動などの子どもの安全対策の面で，協力・貢献が
期待されている O また， PTA活動は，子どもの学校卒業とともに終了する
のが通常のパターンであるが，学校支援地域本部事業は，その欠点を補う狙
いもあり，卒業後も地域の活動として継続できるメリットも期待できると思
われる O
5 既存民間防犯組織の充実・強化
既存の民間防犯団体としての防犯協会に関して，小宮信夫教授は， r防犯
協会は，疑問の余地なく，日本における犯罪防止ボランティア活動の中心的
存在である O しかし，一方でトは，防犯協会の底部である町内会・自治会の空
洞化・形骸化が進行しており，……防犯協会の運営は岐路にたたされている
といえるかもしれない。町内会・自治会からはどの程度の距離を保つべきな
のか-町内会・自治会と一連託生なのか，あるいは独立独歩に傾くのか。ま
た，警察とは役割をどのように分担すべきか-警察の職務を手伝う補助的な
事業に集中するのか，あるいは独創的な事業を推進して対等なパートナーシ
ップを追求するのか。……これらの問に，防犯協会は答えていかなければな
らないといえよう。」と語っている270
防犯協会は，戦後長期間にわたり，警察の防犯活動の民間側の中心とし
て，地域社会に対する指導，啓発を行ってきた団体であり，その活動の実績
に対して敬意を払うものであるO しかしながら，現在の防犯ボランティアの
活発化のなかで，防犯協会自身どのような活動に取り組むべきか，防犯ボラ
ンティア団体に対する支援はどのような内容が期待されているのかなどにつ
いて，問題が提起されている O
今後，防犯協会のあり方について，その方針，運営等の見直しを行い，活
発化する防犯ボランティアに対する支援の強化，防犯協会自身による自主防
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犯活動に対する取組みの推進，新しい防犯ボランティアのリーダーによる運
営参画の要請，既存の防犯協会役員の意識改革などを進める必要があるだろ
うO そのため，いくつかの防犯協会をモデルとして，意欲に溢れた役員の協
力を得つつ，具体的な改善・改革を試行することも，一つの選択肢であると
いえよう O
6 防犯ボランティアの NPO法人化
NPOとボランティアという概念の相違について，小宮信夫教授は， I犯罪
防止NPOは， I市民団体」に「事業型NPOJの要素を加味したもの」と語
っている28。現在の防犯ボランティア団体の多くは，活動が地域に密着した
地域型であり，活動内容もパトロールを中心とした現場的なものが多く，事
業としての NPO法人化のインセンティヴに乏しいため，直ちに NPO法人
化を目指す動きは少ないようである。しかし，地域型であっても，活動範囲
の拡大，活動内容の高度化，専門化等の面が進展すれば，事業としての性格
が強まり， NPO法人化への機運も高まっていくとみられる290
一方，専門型の防犯ボランティアの分野は，本来事業性が高く， NPO法
人化のインセンティヴが強いのが特徴である。地域型の活動が強化されるに
したがい，専門的，技術的ニーズが高まり，それに対応できる専門型の防犯
ボランティアの成長が促進され， NPO法人化も進展するとみられる O 専門
型の防犯ボランティアの充実のためには，福祉，教育，環境等の分野におけ
るNPO法人の活躍からも明らかなように，防犯分野における潜在的ニーズ
の掘り起こしを急ぐ必要がある O 例えば，県警察で専門的な経験を積み，見
識と知識と経験を備えた警察官OBの皆様のご活躍に期待したいと思う O
防犯ボランティアの活動の高度化と継続性の確保のためには， NPO法人
化の議論は切り離せないものであり，法令の考え方と運用の実態、，求められ
る事業性の内容， NPO法人化のメリット・デメリット，実際に活動する防
犯ボランティアの意向など，検討すべき事項は多岐に及び，法的・ 実務的ア
ドバイスの準備が推進される必要がある O
48 
7 地方自治体，警察による自主性を尊重した支援の充実・強化
防犯ボランティアに対する支援は，情報やノウハウの提供，人的支援，金
銭的・物的支援に分けられる O 支援の原則は，ボランティアの考え方や手法
を尊重して，その自主性を信頼することにあり，それによってメンバー一人
ひとりの意識が高まり，質の高い活動の長期的な継続が可能となる O 生活の
安全・安心の問題に対する地域住民の関心は高いため，支援メニューは工夫
と改善の競争状態の中で開発，施行され，豊富な支援メニューが用意される
ことが望ましい。特に，地方自治体による自治体をあげた総合的な取組みが
大きく貢献しており，行政による支援の枠組づくりや予算等の措置，警察に
よる情報提供等の専門的支援が，効果的に推進される必要がある O
防犯ボランティアの要望をみると，犯罪情報の的確な入手，警察との合同
パトロールの実施，活動に関する指導・支援と評価，活動のスキル等の研
修，装備・資機材の用意など様々なものがあげられているo 犯罪情報の提供
に関しては，既にかなり高水準のシステムが用意されているが，それ以外の
要望に関しでも，地方自治体と警察が連携して，的確に取組む必要がある。
例えば，次のものがあげられる O
O防犯ボランティアに対する指導・支援，合同ノfトロールの実施，地域に
おける調整等のため，警察官OB等の専門家による支援チームを編成す
ること O
O高度で、多様な知識・技能を提供することができる研修等のカリキュラム
を整備すること O
O行政・警察の事務所の物理的空間を拡大して，地域の防犯ボランティア
が連絡・訪問しやすい場所を設定すること o
四おわりに
本稿においては，防犯の分野に関するボランティアについて，杉並の現況
を概観し，基本的事項を整理するとともに，本格的な取組みがはじまった防
犯ボランティアを継続・充実するために必要な支援のあり方について，簡潔
にまとめてみた。30取材をさせていただいた防犯ボランティア団体の皆様の
住民ボランティア及び外国人に関する地域研究 (2008年) 49 
熱意と情熱に圧倒されることがしばしばであり，当面の課題に関する的確な
取組みがなされていることが印象的でトあった。今後は，少年非行の分野に関
するボランティアの活動についても，同じく杉並の現況を概観し，ボランテ
ィア団体の相互のネットワーク，ボランティアのあり方などについてまとめ
たいと考えている O
1 (1) 防犯指導員(市町村訓令等):地域防犯活動の指導者として，地域住民の防犯
意識の高揚と自主防犯活動の促進のため，その居住地域を中心に日常生活を通じ
て活動する。
(2) 少年補導員(県警察要綱等):街頭補導活動，環境浄化活動をはじめとする幅広
い非行防止活動に従事する。
(3) (民生)児童委員(児童福祉法):地域の児童及び妊産婦の健康状態，生活状態を
把握して，福祉に関する援助，指導等を行う。民生委員と兼務。
(4) 保護司(保護司法):犯罪や非行に陥った者の更生を支援する。
2 I第4回犯罪の防止及び犯罪者の処遇に関する国連会議」事務局作成ワーキングペ
ノーTー 京都 1970年。
3 (1) I刑事政策における公衆参加の考察j守山正 早稲田大学大学院法研論集第18
号 1978年。
(2) Iボランティア活動と刑事政策」森下忠犯罪と非行114号 1997/11。
4 本稿においては，地域の名称としては原則的に「杉並」と表記し，地方自治体とし
ての杉並区を取り上げる場合に， I杉並区」という表記を用いることとする。また，
「杉並の住民ボランティアー活発化する防犯ボランティアの現況-J渡辺巧 季刊社
会安全no.68 2008.4から多く引用している。
5 I地域社会における新たな少年非行対応ネットワークの構築の可能性-杉並区の取
り組みを中心に一」渡辺巧警察学論集第61巻第8号 2008年。
2007年12月，早稲田大学社会安全政策研究所が主催したシンポジューム。少年非行
対策等に関する多機関連携と住民ボランティアに関して，東京都杉並区の地元の方々
による討議が行われた。
6 Iボランティア・ NPOの組織論」田尾雅夫学陽書房 2004年。
7 (1) I内閣府国民生活局ホームページJ2008年。
(2) Iよくわかる NPO・ボランティア」川口清史 ミネルヴァ書房 2005年。
経済社会システムにおいて市場及び政府の機能が十分発揮できない分野を補完す
る役割。
8 I地域住民等による自主防犯活動の支援の現状と今後の課題についてJ坂口拓也，
玉川達也警察学論集第58巻第12号 2005年。
9 I地域社会の安全一犯罪抑止対策の現状とその課題J小林奉文 レファレンス
ラ0
2004.20 
10 政府，警察による取組み。
平成15年12月:r犯罪に強い社会の実現のための行動計画'"'-'r世界一安全な国，日本」
の復活を目指して'"-'J犯罪対策閣僚会議決定， r国民が自らの安全を確保するた
めの活動の支援」
平成16年6月:rr犯罪に強い地域社会」再生プラン」警察庁決定， r自主防犯活動の
支援j
平成17年 6月 :r安全・安心なまちづくり全国展開プラン」犯罪対策閣僚会議決定
「防犯対策等とまちづくりの連携協働による都市の安全 ・安心の再構築j都市再
生本部決定。
11 r杉並区防犯カメラの設置及び利用に関する条例J(平成16年3月19日杉並区条例第
17号)。
杉並区では，全国で初めて防犯カメラに関する条例を制定した。治安の悪化に伴っ
て防犯カメラの設置が広がる中で，プライバシ一保護などの観点から一定の設置・運
用基準を課すことを規定しており，制定に当たっては，区民と有識者との間で突っ込
んだ議論が行われた。現在では，空き巣の多発地域に防犯カメラを設置して，犯罪抑
止に役立てている。
12 r杉並区における安全 ・安心のコミュニティーづくりの実際」諏訪彰弘 「地域安全
力の創造J成田頼明監修第一法規 2006年。
13 (1) 参考資料
① 「防犯ボランティア団体 ・活動に関する実態調査及び研究委託報告書」東京都
平成18年4月0
・「東京都報告書(団体)J (団体意識・意向):調査対象は警察署と連携している
防犯ボランティア団体，調査期間平成17年12月'"'-'18年 1月，発送数1，806票，
回収数941票，回収率52.1%。
. r東京都報告書(住民)J (住民意識・意向):調査対象は東京都に居住する満20
歳以上の男女個人，調査期間平成16年10月，標本数3，000票，回収数2，470票，
回収率82.3%。
② 「防犯ボランティア活動効果検証委託報告書J東京都 平成19年7月。
(2) 東京都における防犯ボランティア団体の結成状況を， r東京都報告書(団体)Jで
みると，次のとおりである。
① 結成年は， r1989年(昭和64年・平成元年)以前jと r1990年(平成2年)か
ら2003年(平成15年)Jの合計で48.2%，r2004年(平成16年)J(24.4%)， r2005 
年(平成17年)以降J(14.1%)の順となっており(無回答13.2%)，ここ数年に
結成されたケースが多いことが分かる。
② 参加人数は， r20人未満jから r50人以上」まで広く分布している。
③ 参加者の年代構成は， r70代J(16.8%)， r60代J(34.6%)， r50代J(25.4%)， 
r30'"'-'40代J(20.3%)， r10'"'-'20代J(2.9%) となっており，若者の参加が少な
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し)0
④ 参加者の職業構成は，無職(19.9%)，自営業 (26.3%)，会社員 (2l.4%)，
主婦 (27.5%)が中心となっている。学生 (0.8%)は，極めて少ない。
⑤ 参加者の性別では，男性 (60.5%)の割合は女性 (39.5%)に比べて高い。
⑥活動地域は， I町会・自治会j(75.5%)， I小学校区j(23.4%)， I商庖会」
(10.8%)， I中学校区j(8.0%)の順となっており，結成母体である「町会・自
治会j，I防犯協会j，IPTAJ， I学校jに対応し，自らの居住する生活単位が活
動地域となっている。
⑦ 結成母体は， I町会・自治会J(68.2%)， I防犯協会J(11.5%)， IPTAJ (7.2 
%)， I商庖会J(5.3%)の順となっているo
⑧活動内容は， I防犯ノfトロールJ(92.1%)， I子どもの安全確認J(42.1%)， 
「地域の清掃活動J(27.0%)， I青少年の健全育成J(22.7%)， I違法広告物撤去」
(16.0%)， I落書き対策J(4.6%)の順となっており，防犯や子どものパトロー
ル等地域の安全確保が中心となっている。
14 (1) I警察政策と NPO(民間非営利組織)J小宮信夫警察政策第 5巻第 1号
2003年。
(2) INPOによるセミフォーマルな犯罪統制j小宮信夫 立花書房 2001年。
社会の安全に関する犯罪統制は，フォーマル(公式)，セミフォーマル(準公式)
及びインフォーマル(非公式)の3類型に分類され，それぞれの中心となるべきも
のとして，フォーマルでは法システム，セミフォーマルでは NPO，セキュリティ
企業，インフォーマルでは家族，学校，会社，町内会・自治会等があげられてい
る。
15 杉並区の NPO法人の現況(平成20年)は，表3のとおりで， I第7号地域安全
活動J，I第11号 子どもの健全育成を図る活動jに関する法人の主たる活動分野をみ
ると，福祉，教育・子育て・人材育成，環境，健康，動物，国際協力，産業振興，
IT技術，生活支援，まちづくり，災害，危機管理，交通安全，スポーツ・芸術・文
化，公共財の管理など多種多様であり，特に，福祉，教育関係の活発さが目立つてい
る。
表 3 杉並区の NPO法人の現況(平成20年)
杉並区 参考)全国
NPO法人数 282 34，941 
うち) 7号地域安全活動 22 3，412 
うち)11号子どもの健全育成活動 127 14，079 
注)杉並区は9月，全国は6月現在。
各号は重複あり。
16 I杉並の住民ボランティア-活発化する防犯ボランティアの現況-J渡辺巧 季刊
ラZ
社会安全no.68 2008.4。
(1) 下井草東部自治会パトロール隊(篠孝夫氏，本橋貞夫氏)
発足は，平成15年，ご近所での犯罪発生被害が多くなったということで，警察か
らの呼びかけもあり，町会に防犯という役割があったことから，町会として立ち上
がりました。地域は，西武新宿線下井草駅南側の住宅街を中心とした区域です。
メンバーは，若い方で64，65歳， 80歳以上の方もいますが，年齢制限はありませ
ん。若い人は仕事があるので，参加は難しいようです。最初は30名位で開始して，
現在は約40名。男女の比率では，女性の方が多くなっています。
活動は，開始当時は 6人編成で週1回，火曜日の午後2---3時の間，小学校児
童の下校時間にあわせて 1時間ノfトロールをしました。全体でみると，メンバー一
人が，月に 1回参加することになります。昨年秋から，週2回に増加しました。参
加率は 7---8割程度で，パトロール結果は，順路とともに地図にメモして，次のグ
ループに引き継ぐことにしています。事故のないよう，何かあったら110番して，
危険と感じたら逃げるのが基本です。また，青ノfト(青色回転灯装備車)も運用し
ています。活動に必要な費用は，区役所からの助成金と町会会費を充てています。
長く続ける秘訣は，無理をしないことです。パトロールで1時間歩いて，自治会
の建物で30分---1時間しゃべっています。
(2) ご近所付き合い広目隊(本橋宣彦氏，市村敦子氏)
発足は，平成15年，ご近所での空き巣被害が多発するなかで， NHKからお困り
ご近所として登場してもらえないかという呼びかけがあり，町会から参加した者に
よって立ち上げました。また，警察からも，既に廃止されていた馬橋交番の復活は
難しいが，パトロールにより治安をよくしていこうといわれ，最初から協力しなが
ら活動を始めました。地域は， JR中央線の阿佐ヶ谷駅と高円寺駅の中間の住宅街
を中心として，戦後の住居表示法の施行に伴い廃止された馬橋町がかつて存在した
区域です。町会そのものは，区役所の資料の配付や掲示が主な仕事なので，具体的
な自主防犯活動ということになると，町会ごとに取組の温度差が明らかになったた
め，町会と一歩距離を置いた「広目隊jとして活動することにしました。
メンバーは，現在，登録された方は220名位，実際の活動は100名位で，新規参加
希望者も歓迎します。男女の比率では 4対1位で女性が多くなっています。若い
人はあまり長続きしませんが，最近，小学校の PTA活動がポイント制にボランテ
ィアも加えるようにしており，子供を連れた母親が参加するようになってきまし
た。また，定年退職後の団塊の世代も増えています。
活動は，全体の地域を 6地区に分けて，毎日 3地区位で1時間のパトロールを行
っています。それぞれの地区に事務局員がいて，隊員は自分の都合のつく時間帯に
参加します。パトロールのコースは，狭い路地を回ります。パトロールのほかに，
月1回の警察署主催の防犯活動への参加，杉並区と警察の職員を交えた事務局員の
企画会議 2ヶ月ごとの集会，年に 4回のイベント(新年の餅っき，春のお花見，
夏のバザー，年末のお楽しみ会)，年2回の防犯情報紙「馬橋瓦版」の発行などを
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行っています。活動に必要な費用は，区役所からの助成金のほかは，協力金や寄付
金，バザーの収益など独自に調達しています。
長く続ける秘訣は，無理をしないことです。また，企画等を進める事務局員の存
在，年4回のイベントも効果的です。全体の拠点として，馬橋稲荷神社の存在が大
きく，地域における祭礼の結び、つきが大きな役割を果たしています。「広目隊」に
よって，バラバラになりかかっていた地域のご近所の関係が，少し改善してきたよ
うです。
(3) 和泉ピースプラスワン(斎藤史哉氏)
発足は，平成14年です。この地域に住み始めて10"-'20年の30"-'40歳代の新住民
(新しく引っ越してきた地域住民)を中心として，小学校の野球チームのメンバー
とその奥さんが10名位で，夜間のパトロールに取り組みました。きっかけは，ご近
所のよく知っている子供が不審者に襲われた事案(未遂)です。当時このような活
動の例は周囲になく， 二次被害の心配の声もありましたが，自分で責任を持ちます
からということで踏み切りました。平成15年になると，行政の取組みも強まり，
NHKの取材も入り，町会の方や旧住民(昔から住んで、いる地域住民)も参加する
ようになりました。地域は，京王本線代田橋駅北口の和泉で，住宅街を中心に商庖
街も混在している区域です。
メンバーは，現在，パトロールが60名位，イベントのお手伝いも含めて，全体で
100名位です。年齢層は幅広く， 18歳の高校生から年齢の高い方は80歳と，あらゆ
る年代の方が参加しています。新規参加希望者は受け入れています。
活動は，夜間午後8"-'9時の間のパトロールが基本で 7個班に分けて，月曜日
から日曜日まで毎日行っています。パトロールのコースは，毎日班ごとに決めてい
ます。また，朝の午前7時半"-'8時半の間，仕事を退職された方々で，小学校の登
校路での見守りと挨拶の声かけを行っています。特別な活動拠点はありません。ほ
かに，中学生を対象としたレスキュー訓練や小中学生を対象としたセーフティー教
室の開催，月 1回の連絡のための定例会，音楽祭やバーベキューのイベントを行っ
ています。活動に必要な費用は，区役所からの助成金のほか，寄付金やバザーの収
益を充てていますが，行政から何かしてもらえるといった甘い気持ちは持っていま
せん。
長く続ける秘訣は，無理をしないことです。「元気に明るく無理なく根気よく j
をモットーとしております。パ トロールについても，義務感だけでなく，健康のた
めとかおしゃべりのためとか，何か楽しい目的がプラスできると長続きします。ま
た，ご近所付き合いの輪の延長上に自主防犯活動があることが大事です。ボランテ
ィアだという特別な意識はありません。
(4) 杉並自主パトロール隊 ホークアイ(内藤哲也氏)
発足は，平成16年，地元の幼馴染みが中心となり，犯罪の発生増加に対して何か
しようということで，立ち上げました。「ホークアイJという名称は，群れずに一
人で鷹の目をもって地域を見守るようにという意味で，名づけました。主な活動地
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域は，京王井の頭線富士見ヶ丘駅の周囲，久我山などの杉並区南西部の，住宅街を
中心とした商庖街が混在している区域ですが，東京以外のほかの地域に出かける時
も，ベストや腕章等を持参して防犯の目を持って行動している隊員もいます。
メンバーは，発足時に35名で，現在でもほとんど変わっていません。 30名位が，
グループとして統制をとれる限界なので，隊員の追加は行わず，新規参加希望者に
は，新たに団体を作るための支援を行っています。メンバーの男女の比率はほぼ
半々 で， 30"-'40歳代の多忙な現役世代を中心としています。商店街関係者よりも住
宅街の住民が圧倒的に多く，商庖会や町会からは独立しています。
活動は，自己責任による単独行動パトロールを原則として，不審者，不審車両等
を発見したら，自分の身の安全を確保した上で110番することにしています。場所
も時間も，全く各人の自由です。目的は防犯が中心ですが，防災などにも，幅広く
取り組んで、います。パトロールは自分が思い立ったときに取り組めばよいので，勤
めている人は仕事の行き帰りやランニング，犬の散歩のときに，主婦は買い物やゴ
ミ出しのときなどに行います。また，青パトも運用しています。隊員相互の連絡
は，パソコンや携帯電話を使用しており，会議や懇談会は通常行いません。活動に
必要な費用は，隊員の自己負担を原則としており，区役所からの助成金も最初の 1
回だけは受け取りましたが，以後は断っています。
大きな特徴は， ITを活用した情報共有システムです。関係機関から提供される
情報に基づき，隊長が必要とするものを毎日抽出，整理し，携帯電話を利用して隊
員に連絡しています。また，カメラ付き GPS携帯電話を利用して，パトロールの
現場の情報を集約，分析しています。
長く続ける秘訣は， Iできる人が，できる時に，できる事を，できる所で」とい
う指針を徹底していることにあります。「時間とお金に余裕のある人たち」の生き
甲斐のためだけのボランティアではなく，忙しくてできない人，やりたくない人が
やれるようにしたいのです。多忙な日常生活の中で，防犯ボランティアだけが特別
であるという感情を抱かず，地域の誰もが自分たちの生活の中でシームレスに防犯
というものを意識し， I朝，顔を洗ったり，歯を磨くように」自然にかつ当たり前
に取り組めるようにしたい。そのために，視覚的，情報的刺激を提供し続けること
が，防犯ボランティアの存在意義・基本であると思っています。
そのためには，警察，行政と防犯ボランティアとの聞に「大人の距離感Jを保ち
ながら，官民双方が無理なく，一つの目的に向かえるような活動を目指したい。そ
のような活動を通じて，他人任せではない，自己防衛，自助努力の意識を高めて，
停滞し，活力の低下した地域を， I世代交代，正確な情報の伝達，自己判断，自己
責任」をキーワードに改善したいと考えています。
17 1地域安全安心ステーション」推進事業に関するアンケート調査J警察庁 平成20
年 3月。対象:431団体，有効回収数:6，641票，実施時期:平成19年12月"-'20年 1
月。
18 INPO (民間非営利組織)に関する世論調査」内閣府大臣官房政府広報室 平成17
住民ボランティア及び外国人に関する地域研究 (2008年) 55 
年8月。標本数3，000人，回収率62.1%。
19 1犯罪に対する不安感等に関する調査研究J(財団法人社会安全研究財団，平成16年
10月:対象2，500人，回答1，782人 (71.3%)では， 1地域住民のボランティア活動J
が犯罪抑止に「とても重要J，1重要である」と答えた者は併せて79.3%。既に自主防
犯活動に参加している者を含め49.5%の者が自主防犯活動への参加の意d思をもってい
る。
20 121世紀のコミュニティと安全」田村正博警察学論集第47巻第9号 1994年。
21 1杉並区ホームページJ:INPO支援基金」
税制上の優遇措置:所得税及び法人税の確定申告(住民税の確定申告を含む。)の
際に寄付金控除の対象となる。
22 (1) 1東京都ホームページJ:1大東京防犯ネットワーク 杉並区の取組状況」
(2) 1杉並の住民ボランティアー活発化する防犯ボランティアの現況-J渡辺巧 季
刊社会安全no.682008.4。
「杉並区による取組J(赤井則夫氏 杉並区危機管理室長)
杉並区では，平成15年，危機管理室を立ち上げ，区嘱託員による杉並区安全パト
ロール隊を新設し，区民に対して自主防犯活動を呼びかけて以来，活動助成(設立
活動助成，継続助成 (3年後)) ，情報提供，合同活動，研修会開催など，防犯ボラ
ンティアに対する支援を本格化してきました。防犯ボランティア団体は，地域住民
が自分の町を守るために作った団体ですので，それぞれの独自性が強いのが特色と
なっています。地域におけるコミュニケーションが，犯罪抑止の最大の力となりま
すので，防犯ボランティアによる自主防犯活動を支援することは非常に重要な行政
手法です。今後は，地域で活動している防災とか学校関係のいろいろな団体との相
互の関係作りも必要であると考えています。
23 (1) 1警視庁ホームページJ: 1事件・事故発生状況マップJ，1安全な暮らし」
(2) 1杉並の住民ボランティア-活発化する防犯ボランティアの現況-J渡辺巧 季
刊社会安全no.68 2008.4。
「警察による支援J(小倉巧氏 警視庁杉並警察署長)
警察署では，防犯ボランティアと警察官との合同ノfトロールのほか，犯罪発生情
報の提供， 1杉並防犯ニュース」の発行，研修会や防犯ボランティアと警察署 ・杉
並区との共同イベントの実施，防犯ボランティア団体への隊旗の授与など，防犯ボ
ランティアに対する多様な支援を行っています。防犯ボランティアによる自主防犯
活動が長期間にわたり活力を維持して継続するためには，息の長い支援が重要であ
ると考えています。
地域の犯罪の発生状況をみますと， 一時期侵入盗の被害が目立ったときもありま
したが，その後の取組で，大幅に改善することができました。これも，防犯ボラン
ティアによるパトロールの成果のひとつと考えています。侵入盗の被害は地域住民
が直接受ける日常生活上の脅威ですから，ノfトロールに対する地域住民の熱心さも
一段と高まります。泥棒はそれを非常に嫌がりますので，ノfトロールの効果を再確
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認することができました。
24 r犯罪予防と持続可能性」パリー・ポイナー 犯罪と非行110号 1996/110 
25 (1) r春日井市における安全への取組について」鵜飼一郎 警察学論集第57巻第1
号 2004年。
愛知県春日井市では，ボランティア団体「安全・安心まちづくりボニータ」が結
成されている。ボニータとは， rボランティア」と「モニター」を合わせた春日井
市発の造語で，地域の安全のために活動し，市等の関係機関に提言を行う地域のリ
ーダーとしての役割がある。ボニータになるためには，安全アカデミーの基礎教養
講座，専門講座を卒業し，更にボニータ養成講座を受講する必要があり，意識と知
識を併せ持ったボランティアであることが期待されている。
(2) r世田谷区におけるコミュニティー(町会)の安全活力向上方策」前田浩雄 警
察学論集第60巻第3号 2007年。
玉川田園調布防犯パトロール隊で、は，パソコンでパトロール実績集計を行い，活
動効果の検証と活動計画の検討を行っている。
26 r~地域ぐるみで学校運営を支援~ r学校支援地域本部」が始まりました」文部科
学省 2008年。
27 前掲注)14rNPOによるセミフォーマルな犯罪統制」。
28 前掲注)14rNPOによるセミフォーマルな犯罪統制」。
29 r地域住民・ボランティア団体 自主防犯活動事例集」警察庁 2004年。
「シティ・エンジェルスくまもと」
平成1年3月結成，平成13年7月NPO法人認証(熊本県)。
活動の概要:校区の青少年健全育成協議会，少年警察ボランティアが中心となっ
た，地域ぐるみの青少年自立支援活動。
活動の目的:青少年に対して自立支援に関する事業や交通安全に関する事業を行
い，青少年の健全育成及び交通事故防止に寄与すること。
活動の内容:中学校卒業や高校中退後の再スタートを望む青少年や家族の相談を受
け，保護者と連携して行う，看板作り，洗車活動，建設業などでの就労などの支援を
行う自立支援事業。プログラムに参加している少年と会員等の交流を行う青少年交流
事業。青少年による交通安全啓発看板の制作を行う交通安全意識啓発事業。プログラ
ムを終えた少年への就職活動の情報提供，就職に役立つ資格取得などの支援を行う青
少年就職支援事業。
30 r杉並の住民ボランティア 杉並の地域住民による防犯ボランティアの現況と支援
のあり方」渡辺巧 警察学論集第62巻第3号 2009年。
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第二 新宿大久保地区からみた外国人との共生と生活の安全・安心
I はじめに
全国どこにおいても，居住・就労する外国人の姿は珍しくなくなってい
るO 我々が見かける外国人は，国籍や出身国が多種多様でトある O 戦後の象徴
であったアメリカ人の姿は目立たなくなり，アジアの人々，中東やアフリカ
の人々，更にブラジル等日本人がかつて移民した国々からの日系の人々な
ど，実に国際色豊かである O 特に，最近話題にのぼるのが，アジアの近隣諸
国からの人々である。かつては，同一民族，同一文化，同一性と言われてい
た日本社会であるが，現在，様々な局面で変化しつつあることが感じられる
ところである O
本稿においては，外国人の集中が進む新宿の地元住民の方のご意見などを
紹介しつつ，新宿大久保地区からみた外国人との共生と生活の安全・安心に
関して，その論点と課題について論じることとする10
筆者が外国人との共生の議論の場を新宿大久保地区に求めたのは，同地区
の外国人居住密度の高さに注目した結果である O 総人口に占める外国人登録
者人口の比率を地域ごとに比較 (2008年)すると，新宿大久保1丁目地区，
新宿区，東京都，全国は，それぞれ46.196，10.396， 3.096， 1.796となり，
新宿大久保地区への外国人の集中が一段と進んでいることが分かる O 外国人
集中に関するホットスポットとしての新宿大久保地区に注目して，外国人と
地域住民との共生と地域住民の生活の安全・安心に関して，現場の状況に基
づいた検討を行おうと考えたところである O
なお，本調査に当たっては，本研究所客員研究員脇坂成実様，早稲田大学
法学部学生松崎一優様にお世話になった。この場を借りて御礼を申し上げた
し亙。
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表 7 新宿区調査(日本人区民調査，平成19年度)
問4 近所に外国人が増えると心配なこと
心配なことの内訳 (%) 
1 犯罪が増える 48.5 
2 ごみの出し方が悪くなる 39.7 
3 外国人が増えること自体，なんとなく不安に思う 32.7 
4 一つの部屋に大勢の人が住む 27.6 
5 日本語の通じない人が増える 27.5 
6 部屋からの声や物音が大きい 25.1 
注)複数回答，上位6位まで。「平成19年度 新宿区多文化共生実態調査」
から作成。
表 8 新宿区調査(日本人区民調査，平成19年度)
問13 多文化共生のまちづくり推進のために外国人に望むこと
望むことの内訳 (%) 
1 生活ルールを守ってほしい 72.8 
2 日本の文化や習慣などを理解してほしい 72.1 
3 日本語を理解できるように努めてほしい 42.8 
4 新宿区に愛着を持ってほしい 22.7 
注)複数回答，上位4位まで。「平成19年度 新宿区多文化共生実態調査」
から作成。
が指摘されており，良好なコミュニケーションの形成が新宿では簡単ではな
いことが分かる230
外国人との生活上のトラブルは，地域住民にとって受け入れがたい要因と
なっているO 大久保に昔から住んでいる外国人も，最近の短期滞在の外国人
と考え方が異なるのでとまどい，批判し，子供たちの環境が悪いからといっ
て，他の場所に転居する人もいるようであるO 日本人も，犯罪やいじめを心
配して，子どもを別の地域の学校に通学させたり，家族ぐるみでほかの場所
に転居するケースも起こっているO 新宿全体の問題として皆で受け止めるな
らば我慢もできるが，特定の地域に負担が集中していることに対する疑問が
強い。新宿区調査でも，表7のとおり，外国人との生活上のトラブルの問題
が指摘されているO また，外国人に望むことについては，表8のとおり，ル
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ールの遵守とコミュニケーションの確保が重視されている O
外国人に気を使いすぎて，お客様扱いしているという批判もある。本当に
ここに住んでいる人がまちづくりをすべきであり，外国人に関する地域のイ
ベントや集会に，外部から多数の人々を呼んだりすることに対しても批判が
ある O
2 地域ごとの温度差
最も外国人の居住の比率が高く，生活上のトラブルも多い大久保地区を筆
頭として，そこから離れて，外国人の居住が少なくなるにしたがい，生活上
のトラブルに対する問題意識も低下する傾向がみられるO
北新宿地区の情勢は大久保地区ほどではないが，外国人の居住は増加して
いる O 地域住民の外部への脱出もあるが，大久保ほどではない。町会での協
力はまだ残っており，少人数でも頑張っていると語っているO
西新宿地区の地域住民の方は，外国人は周囲へ迷惑をかけるから敬遠され
るのであって，ルールを守りトラブルがないようにしてほしい，日本は外国
人に対して優ししお互いに外国での生活は大変だと思うと語り，温かく受
け止めている O
新宿三丁目地区にとって外国人とは，買い物の旅行者であり，アジアから
の大事なお客様である O 飲食底等の裏方として働いている外国人とは，コミ
ュニケーションをしっかりとりつつ，日本の習慣等を説明すれば対応はでき
ると語っている O
歌舞伎町地区は，就学生の就労が多いところである O 短期間でマネーを稼
ぐだけが狙いの外国人は，目的のためには手段を選ばないし，日本社会に溶
け込むつもりはない上，日本のように郷に入れば郷に従えという考え方がな
いので，対策が難しい。外国人とのトラブル処理のやり方をみても，住宅街
の住民は24時間生活しているからなんとかコントロールしようとするが，商
庖街は「隣は隣jで口出しをしないから，より深刻な影響をこうむる可能性
があると分析しているO
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3 行政への期待
(1) 地域住民サイド 特に，外国人が多数居住する大久保地区や北新宿
地区の地域住民にとっては，行政に対する期待が大きい。地域住民がその都
度対処せざる得ない外国人との生活上のトラフゃルを防止するため，外国人登
録手続時のオリエンテーションの実施やルールブックの配布，ゴミ出しのパ
ンフレットの外国人本人への配布などについて，行政への期待が具体的に述
べられているO 配布に当たっては，ルールやマナーを理解してもらいたい外
国人に対して，確実に渡すことの重要性が強調されている O
(2) 新宿区行政サイド 新宿区は，外国人が多いことを前提として，新
宿は外国人が多くて活気があるまちであると積極的にとらえて，それをまち
のよいイメージにしていくことを基本的な考え方としている O 多文化共生プ
ラザ24を平成17年に開設し，外国人の困りごと相談などの実績も重ね，しだ
いに外国人の顔が見えるようになってきたようである O 一方，多文化共生プ
ラザに来ている外国人は優等生ばかりで，地域住民が相手にしているタイプ
の外国人は来ていないという批判もあるのは事実である O
新宿区としても，行政の役割に対する地域住民の期待は理解しているO 生
活上のトラフゃル解決のための取組み，行政の縦割りの克服，職員の意識改
革，現場から国や都への情報提供と国やほかの自治体等の動きについての情
報収集など，問題解決のための前向きな意欲が感じられた。
(3) 学校教育 地元の小学校では，特別なカリキュラムを組んで，日本
語を含む13の言語，児童全体の6割程度の外国籍の子供を受け入れている O
現在のところ不登校も非行もなく，子供は学校を好んで、おり，運営は順調の
様子である O 地域住民のボランティア等による支援も熱心に行われている
が，地域住民の負担の重さは否定できない。
V 外国人の流入と生活の安全・安心の論点、
1 外国人労働者の社会的統合の困難性と治安への脅威
諸外国においても，外国人労働者の流入の増加に伴い，滞在の長期化，家
族呼び寄せなどによる定住化の傾向が強まり，新たに様々な社会問題を引き
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起こすようになっている O 受入れ国は，外国人労働者に対してどのような経
済的・制度的支援を用意し，どのような法的地位を与えるかといった問題25
のほかに，流入する外国人労働者を地域コミュニティにどのように組み入れ
ていくかという問題に直面しており，これが「社会的統合」の議論であ
る260
欧米での経験を振り返ると，地域コミュニティによる外国人の受入れに関
しては，まず，地域住民との摩擦と生活上のトラブル，外国人の犯罪の増加
と地域住民の不安感の増大が問題となった。地域住民と外国人とのコミュニ
ケーションや相互理解は，言葉の問題などもあって，簡単に実現できるもの
ではない。自己のコミュニティに依存する外国人の動向は，地域住民にとっ
て圧力と感じられ，外国人に対する反発が強まり，地域コミュニティが分断
され，地域住民が地域から脱出を始める O その結果，地域の安定の拠り所が
失われてスラム化が号|き起こされたり，外国人自身が階層分化して，社会的
に上昇する層と取り残される底辺層に二極化され，そのなかで若者が過激な
行動に走るなど，外国人を受け入れた地域コミュニティは大きな混乱にみま
われた。
これらの問題に対する対策が適切に行われないまま，外国人の流入が進む
場合，治安の維持の面で大きな脅威に直面することとなるO 実際，欧米にお
ける経験は，それが現実のものとなることを示しており，必要とされる社会
的コスト27は膨大なものとなり，かつ，社会的統合が成功する保障はない。
フランスにおけるアラブ系移民の暴動28やイギリスにおけるイスラム系移民
のテロ事件29などの最近の出来事に象徴されるように， I外国人労働者の受
け入れ=移民政策で成功した国は一つもない30Jとも言われているのが現実
なのである O
2 生活の安全・安心の確保と不安感の除去
「第13次国民生活審議会jは，平成4年 (1992年)に「ゆとり，安心，多様
性のある国民生活を実現するための基本的な方策に関する答申」を提出し
た。「同審議会総合政策部会」は， I安全で、安心できる生活社会を目指して」
と題する報告書の中で， I個人の生活を重視する社会はその基盤として，安
住民ボランティア及び外国人に関する地域研究 (2008年) アラ
心と安全の確保が不可欠」であり， r生活の安全を取り巻く環境をみると，
国際化，高齢化，都市化，技術の高度化等，変化のテンポが著しく，既存の
安全対策が十分対応できていない懸念や，全く新しい危険が生まれている可
能性がある。Jと分析し，次の 2点について指摘している310
① 国際化に伴う安全性の低下:不法入国者，不法就労者数の問題，それ
に伴う犯罪の増加の問題などの発生，日本人が異なる文化を持つ外国人
と接触する機会が国内外で増加し，摩擦が発生する可能性の増大。
② 都市化に伴う安全性の低下:地域社会の弱体化と近隣の助け合い関係
の密度の低下。
国民生活審議会の議論によると， r安全jとは，個人や企業，地域コミュ
ニティ，政府等の客観的な一つの状態を示すが， r安心」とは，個人の主観
的な心の状態を示す言葉であり，その度合いも個人で異なり，安心で、きるか
否かの判断は個人が行うこととなる O 報告書は， r生活の様々な場面での安
全が保障され，安心して日常生活を送ることができる社会を確立し，これを
維持していくことは，豊かな国民生活を実現する上での基本的要件Jと述
べ，客観的な「安全」と主観的な「安心」の両者をともに確保する必要性を
強調しているO 発生する危険によって損害を受ける価値は，生命・身体・財
産的価値だけではなく，尊厳，地位，社会的名声，生きがい等の精神的価値
もあげられており，最近では，安心感のよりどころとして，精神的価値が重
視される傾向にある O 一方， r不安感」とは，危険の存在を知ることにより
不安を感じることであるが，危険の度合い，危険に対する対応の適切さ，十
分な情報提供が，不安による混乱を鎮め，安心を確保するための重要な要因
となるO
このように生活の安全・安心が幅広く議論されるようになったのは，その
重要性に対する国民の認識が高まった結果である。以前は， r水と安全はタ
ダjと言われていたが，現在では，生活の安全・安心を阻害する危険因子と
して，犯罪，事故に限らずさまざまなものがあり，それによって被害にあう
危険性も高く，その防止にはコストがかかることが明らかされた。犯罪，事
故のみならずその他の事案に関しても，被害にあう危険を具体的に防止し，
生活の不安感を除去することによって，生活の安全・安心を確保し，生活の
フ6
満足感を達成することが，行政の大きな課題としてとらえられてきてい
る320
3 生活上のトラブルと相談，指導
居住・就労する外国人の増加により新宿の地域住民を悩ませている生活上
のトラブルは，一般的に迷惑行為とよばれている O 日常生活のなかで，道徳
心やモラルのない行為によって，他者を不快にさせて精神的苦痛を与えた
り，実質的な損害を与えたりする結果をもたらし，生活の不安感やストレス
の要因となっており，ときには，地域住民は地域からの脱出まで迫られるこ
ととなる O 近隣関係の例をあげれば，騒音，落書き，い集，煙草等の街頭で
の投げ捨て，ゴミの不法投棄，ゴミ出しのルール違反，自転車・バイク・自
動車の放置など多様である O
迷惑行為は，それ自身が犯罪を構成するまでには至らず，行政による相
談，指導とか地域コミュニティにおける調整に委ねられる場合も多い。建
築，衛生，環境，ごみ処理等は本来地方自治体の業務として執行されている
分野であり，地域住民に最も身近な行政機関として，地方自治体に寄せられ
る期待は大きいものがあるO また，本来ならば，地域コミュニティの自主的
な調整にゆだねるのが相当で、あるケースも少なくはないと思われるが，地域
コミュニティの社会調整機能の低下は著しく，十分な措置がなされないもの
も多い。
警察においても，社会における価値観の多様化や生活様式の変化などに伴
い，犯罪に至らない各種の迷惑行為によって地域住民が被害の不安を訴える
事案とか，近隣関係の悩み事等に関して解決策を求める声が大きくなってき
ていることから，警察安全相談窓口に寄せられる相談に対して，指導助言，
防犯対策，警告などの措置を講ずることによって問題を解決し，市民生活の
安全と平穏を確保している330
最近の迷惑行為に関する地域住民の関心の高まりを受けて，条例に基づき
罰則で規制する行為も増加している O 例をあげれば，千代田区等では，路上
禁煙地区内での吸い殻の投棄に対して罰則(千代田区では，過料2万円。)を科
しており 34，横浜市では，ゴミの分別ルールを守らない者に対して，勧告・
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命令をし，なお分別しないで、ゴミを出した場合には，罰則(過料2，000円。)を
科すこととした350
羽 新宿大久保地区における外国人との共生の実態
1 生活上のトラブルの被害者としての地域住民
従来，外国人労働者問題において，外国人は「マイノリティJ(minority， 
少数派)と言われ，多数派である受入れ側の国民との聞に発生する生活上の
トラブツレや摩擦に悩まされ，時には差別や偏見に基づく取扱いを受けなが
ら，いわば社会的弱者として，人権侵害に対する保護と人道的あるいは経済
的な支援を必要とする立場であると位置付けられていた。一方，受入れ側
は，差別や偏見を厳しく戒め，弱い立場である外国人を支援し，温かく受け
入れることが求められていた。ところが，大久保地区の状況をみると，この
ような従来の構図が大きく変化してきていることが分かる O
外国人労働者問題に関する議論のなかに， I許容の限界」という考え方が
ある O その地域コミュニティのなかで外国人人口が一定の割合を超えると，
地域住民たちの外国人への敵対的反応が引き起こされるような限界の値が存
在する，とする議論である O 線引きをどこでするかは様々であるが， 5% 
'"'-'20%の幅と言われてきており， Iその限界を超えると，治安が問題化し，
外国人とのトラブルが発生しやすくなり，内国人からのアグレツシブな行動
が生じたり，彼らがその地域を去ったり，子どもを他地域の学校に転校させ
たりするようになる。36J と説明されている O わが国における限界値は明ら
かではないが，大久保地区がその限界を超えていることは明白であろう O
許容の限界を超えた結果，大久保地区では生活上のトラフゃルが増加し，そ
の対応に疲れた地域住民が地域から脱出したり，子どもの学校をほかの地域
に求めるケースが出てきたが， I内国人からのアグレッシブな行動」は起こ
ってはいない。地域住民は，地域における多数派としての地位を失いつつあ
り，その実態はむしろ生活上のトラブルに苦しめられる被害者の姿に近いよ
うにみえる O 高齢化も進み，生活上のトラブワレの解決の見通しもはっきりと
はせず，本来ならば地域住民を支えるはずの地域コミュニティも，その社会
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調整機能を弱体化しており，地域住民に対する支援も十分には期待できない
のが実態である O
2 地区ごとに異なる地域住民の問題認識
地域において生活上のトラブルという問題に直面しているのは，新宿の地
域住民の方々であるO 生活上のトラブルは，深いストレスの原因となってい
るばかりではなく，相手とのコミュニケーションが不完全なことから，地域
コミュニティの内部での解決が困難となっており，生活に関する不安感が地
域住民を悩ませ，生活の安全・安心の質が著しく低下してきている O 特に，
このような厳しい現実は大久保地区で典型的にみられる O
一方，外国人と地域住民との問の生活上のトラブルについて，新宿全域で
地区ごとの状況を比較すると，それぞれの地区の実相は異なっていることが
分かるO 大久保地区から距離がある地区では，外国人の占める比率が低く，
それに従って，発生する生活上のトラブルも減少し，地域住民が事態を楽観
的にとらえることができる余裕が感じられる。また，外国人への対応につい
ても，大久保地区では，マナー・ルールを守ることについて外国人に対して
厳格な取組みを求める声が大きいが，大久保地区から離れるにしたがって，
外国人との相互理解とコミュニケーションで問題解決が可能であると語られ
るようになる O このように，一口に新宿といっても，地区によって実態は大
きく異なり，対策もそれぞれ実情に応じたきめ細かいものが求められてい
るO
3 新宿大久保地区は大都市への外国人流入のホットスポット
新宿区の外国人登録者人口が総人口に占める比率は約10%であり，大久保
1丁目地区は約46%，全国は1.7%となっている O 新宿区では，現在居住す
る者の約10人に 1人が外国人となっており，大久保1丁目ではそれが約半数
に近づ、いている O この現状から類推すると，一定の区域で10%程度の比率で
外国人の居住がなされると，その内部の一部の地区では，半数に近い高い水
準で外国人の居住が集中する可能性があることを示している O
外国人を全ての地区で均等に受け入れるならば，地域住民の負担も公平な
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ものとなるが，通常，そのような平均的な分布は期待できない。自由な人の
移動が認められる大都市への外国人の流入が今後も増加するならば，特に一
部の地区に高い比率で集中することになるだろう。現在の大久保地区は，大
都市における外国人集中のホットスポットとなっていることを示している O
四提言
1 ホットスポットとしての新宿大久保地区の位置づけ
外国人との共生に関する議論は，さまざまな観点からなされているが，従
来，日系人が集中している各都市における行政やボランティアによる取組み
を中心に，その現況と対策に関して取り上げられることが多く，大都市に自
然発生的に流入する外国人に関して，外国人との共生と地域住民の生活の安
全・安心という観点からの検討は，あまりなされてこなかった。大久保地区
の現実の姿は，大都市に外国人が流入するなかで，外国人が全体の居住者の
半数近くを占めることとなったホットスポットが，どのような実態を示し，
どのような問題を抱えているかについて，将来を先取りする形で明らかにし
ている O
現在，外国人労働者問題に関する議論が展開されつつあるが，日系人が集
中する各都市の現況に加えて，大都市のなかで外国人が集中しつつあるホッ
トスポットとしての大久保地区に対する関心を高め，その経緯と現実の姿を
率直に把握し，わが国の将来のあり方に関する議論に必要とされる貴重な経
験と智恵を得るように努力する必要がある O
2 実際に地域で生活する者の意見の尊重
新宿における外国人の実態に関しては，社会的関心も高いため，学術的行
政的観点のみならず，様々な目的や関心に基づいて，現地の取材や実態調査
が行われており，その結果に基づいて様々な発表，発言がなされているO 外
部の識者による貴重な意見も多いが，なかには興味本位に， 一方的な取材と
まとめがなされて，地域住民からみると不本意な内容であるケースも見受け
られるところである O
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新宿の現地の実態を理解するためには，そこに居住して日々発生する問題
と現実に取り組んでいる地域住民自身のご意見を伺い，その生活上のトラブ
ル，外国人とのコミュニケーションの実態や生活の安全・安心と不安感に関
する考え方などを，直接聞き取る必要があるO
3 地域住民に対する行政の支援の強化
世論調査の結果でも明らかにされているが，地域住民から行政に寄せられ
る期待は大きい。特に，地域住民に最も身近な地方自治体に対する期待は高
く，地域コミュニティの社会調整機能が低下している現代においては，地域
における生活上のトラブツレの解決は，多くの部分を地方自治体に頼らなけれ
ばならないのが実情である O 新宿区も前向きに取り組んでトおり，歌舞伎町に
開設されている多文化共生プラザは，ボランティア等との連携により，外国
人に対する情報提供や相談等を実施しており，外国人にとって頼りがいのあ
る施設となっている。
従来，行政による施策といった場合，流入する外国人に対する支援を意味
する傾向が強く，外国人に対する情報の提供，語学の履修，各種支援プログ
ラムに関する仲介など，外国人を対象とするサービス的な性格の措置が中心
となっている O 日本人と外国人との社会的統合は，両者の相互関係を前提と
しており，外国人のみならず地域住民に対しても適切な行政サービスの提供
が必要となるところであり，例えば，外国人との生活上のトラブノレに関する
相談，地域住民と外国人とのコミュニケーションの仲介など，地域住民に対
する支援に関しても，行政が積極的に取り組むことが期待されている O
4 外国人に対するマナー・ルール理解促進プログラムの検討
大久保地区の地域住民を悩ませている外国人との生活上のトラブルは，地
域コミュニティにおけるコミュニケーション不足とマナー・ルールに関する
外国人の理解不足に主な原因があると思われる O まずは，地域住民が直面し
ている生活上のトラブルの実態について外国人に対して説明し，わが国の地
域コミュニティにおいて行われている生活上のマナー・ルールに関する理解
を促すことが重要であろう O
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大都市に流入する外国人に対して，その入国から居住，就労，登録に至る
過程において，手続・段階の節目を利用して，生活上のトラブルを防止する
ためのオリエンテーション，情報提供，指導などを一貫して行うプログラム
の検討も必要であると思われる O
vm おわりに
外国人労働者問題は，国家及び国民の将来に関わる大きな課題であり，検
討すべき議論の軸が複数存在し，方針の合意と実際の対処が難しい問題であ
る。本稿においては，外国人の集中が進む新宿の地元の実態を踏まえて，外
国人との生活上のトラブル，迷惑行為について，外国人との共生と地域住民
の安全・安心の確保に関して検討を行った。議論の切り口は，生活上のトラ
ブルという生活の身近な領域であり，更に総合的に議論すべき重要な観点、が
多数残っていると認識してはいるが，まずは相互のコミュニケーションとマ
ナー・ルールを尊重する中から，地域住民が直面している問題のうち一つで
もその解決の糸口を見い出すことができたらと考えているところである370
1 I警察政策フォーラム 外国人との共生と治安の確保」警察学論集第61巻第7号
2008年。
2008年3月11日，東京都港区の虎ノ門パストラルにおいて，警察政策フォーラム
「外国人との共生と治安の確保J(主催:警察政策研究センター，共催:早稲田大学社
会安全政策研究所 (WIPSS)，(財)社会安全研究財団)が開催された。筆者は同フォ
ーラムに，主催者からの要請により，パネリストの一人として参加する機会を得た。
同フォーラムにおいては，各国における外国人との共生と治安の確保に関する取組み
と課題，わが国における実態と政策のあり方などについて活発な議論がなされたが，
筆者からは，外国人の集中が進む新宿の地元住民のご意見を紹介し，その論点と課題
について報告，発言を行った。
2 本稿においては，通常「外国人」と表記し，外国人労働者問題として言及する場合
のみ， I外国人労働者」と表記する。
3 I出入国管理及び難民認定法の一部改正について」米津慶治 警察学論集第43巻第
6号 1990年。
「外国人労働者政策と課題」小井土有治税務経理協会 1990年。
4 I表1 外国人労働者の現況(1996年， 2006年)J。
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(1) 専門的，技術的分野の在留資格(法務省入国管理局)
「人文知識・国際業務j，1技術j，1興業j，1企業内転勤j，1教育j，1教授」等の
在留資格の人数。
(2) 日系人，日本人の配偶者等の身分に基づく在留資格(厚生労働省推計)
「定住者j，1日本人の配偶者等j等の在留資格でわが国に在留する者のうち，就
労していると推定される人数。
(3) 留学生，就学生等のアルバイト(法務省入国管理局)
留学，就学等の在留資格で在留する外国人がアルバイトをするために資格外活動
許可を受けた件数。
(4) 技能研修生，ワーキングホリデー等(厚生労働省推計)
在留資格「特定活動」を取得して技能実習生，ワーキングホリデ一等として就労
する者の人数。
5 本邦における不法残留者数 (2008年1月1日現在，法務省入国管理局)
149，785人(対前年比 12.3%減少)
政府目標「平成16年からの 5年間で，不法滞在者を半減させる。J
6 1第9次雇用対策基本計画J(平成11年(1999年) 8月13日閣議決定)
-今後の労働市場・働き方の展望と対策の方向-
7 1第3次出入国管理基本計画j(平成17年 (2005年) 3月29日法務省)
「第3次出入国管理基本計画の策定について」山中政法 警察学論集第58巻第8号
2005年。
8 最近法務省によってとられた措置 (1第2次出入国管理基本計画」から引き続き。)
01平成17年版出入国管理J法務省入国管理局 2005年
IT技術者の受入れの拡大。構造改革特別区域法(平成14年12月18日法律第189号)
による入管法の特例措置の全国展開。永住許可要件のガイドライン化。就職内定を得
た卒業後の留学生が就職するまで滞在するための在留資格の容認。専門士資格取得後
の就職活動のための在留の許可。外国人医師，看護師の受入れに係る就労制限の緩
和。「投資・経営Jの在留資格の申請に係るインキュベーションオフィス等の取扱の
明確化。
01平成18年版出入国管理」 法務省入国管理局 2006年
外国人経営者の在留資格基準の明確化。構造改革特別区域法による企業内転勤に関
する在留資格の要件緩和。航空機操縦者に係る就労制限の緩和。
01平成19年版出入国管理j 法務省入国管理局 2007年
特定研究活動者等の親の受入れに係る「特定活動J告示の改正。海外企業とわが国
企業との契約に基づき入国する専門的，技術的分野の外国人に対する安定的地位の付
与。
9 1外国人受け入れ問題に関する提言j(2004年4月14日日本経済団体連合会)
(1) 基本理念
新ビジョン「活力と魅力溢れる日本を目指して」
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"-'1多様性のダイナミズム」と「共感と信頼」の具現化
(2003年1月1日日本経済団体連合会)
(2) 外国人受入れの三原則
① 質と量の両面で十分にコントロールされた秩序ある受入れ
② 外国人の人権と尊厳が擁護された受入れ
③ 受入れ側，送出し側双方にとってメリットある受入れ
10 1外国人労働者の受け入れのあり方に関する要望J(2008年 6月19日日本商工会議
所)
(1) 専門的，技術的分野における外国人労働者の積極的受入れ
(2) 労働者の不足が想定される分野における外国人労働者の就業を認める新制度の創
三九
日米
(3) 長期的な課題として，移民の受入れを検討
(4) 現行の外国人研修・技能実習制度の改善
11 外国人労働者問題に関するマスコミ報道
01国境を越えた人の移動と経済のダイナミズムj経済Trend 2004・8 日本経団
連
01論点61 外国人労働力を導入すべきか」日本の論点 2006 文妻春秋 2005年
01論点31 労働移民を受け入れるべきかJ日本の論点 2008 文塞春秋 2007年
01外国人労働者 強まる経済界の開放要請J週間東洋経済 2007.6.2 26)， (2)再掲
01労働開国 移民受け入れが日本経済を救うjエコノミスト 2008.1.15 毎日新聞
社
12 1外国人労働者の受入れに関する世論調査J(平成16年5月内閣府大臣官房広報室)
平成16年5月13日"-'23日，全国20歳以上3，000人対象，有効回収(率)2，075人 (69.2
%)。
(1) 外国人労働者に対する意識
② 外国人労働者問題への関心
「関心があるj 53.1% 
「関心がないJ 45.7% 
(3) 外国人労働者を受け入れる環境整備
② 外国人労働者に対する行政の対応
「積極的に充実させるJ 25.4% 
「今より充実していくJ 46.6% 
「あまり充実させる必要はないJ 16.2% 
13 内閣「都市再生本部J(平成13年 5月本部長内閣総理大臣)，都市再生特別措置法
(平成14年4月5日法律第22号)。
14 本稿においては，外国人とは基本的にニューカマーを意味し，在日外国人には言及
しない
15 1共に生きられる日本へ」宮島喬有斐閣選書 2003年。
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16 rエスノポリス・新宿/池袋 一来日10年目のアジア系外国人調査記録j奥田道大
ハーベスト社 2001年。
r不法就労者j生活実態調査JNIRA研究叢書 「外国人労働者の社会的受容シス
テムに関する研究Jno. 900064 1990年。
17 r大久保のたどる道」 金根照現代思想 2007 vol. 53-70 
18 r表2 新宿地区別外国人登録者人口等の現況(1998年， 2008年)J新宿区統計(新
宿区ホームページ)。
新宿区外国人登録者の町丁別世帯数及び男女人口(平成10年1月1日現在，平成
20年1月1日現在)
新宿区の町丁別住民基本台帳人口(平成10年1月1日現在，平成20年1月1日現
在)
新宿区統計は， 1998年1月1日現在， 2008年1月1日現在であり，入国管理局統計
は， 1997年末現在， 2007年末現在である。以下同じ。
19 外国人登録者人口が全体に占める比率を計算する場合，日本人と外国人との合計が
分母となるが，新宿区統計は，住民基本台帳人口と外国人登録者人口を，東京都及び
全国に関する入国管理局統計は，総務省推計人口(総人口)を使用している。
20 r表3 東京都，全国，外国人登録者数等の現況(1998年， 2008年)J
O入国管理局統計
平成19年末現在における外国人登録者統計について(平成20年6月)
平成12年末現在における外国人登録者統計について(平成13年6月)
O総務省統計局統計
我が国の推計人口(大正9年~平成12年)
21 外国人との共生に関する新宿地元からのご意見取材結果 (2008年)
(1) 取材の概要
① 取材のあらまし
新宿地元の日本人の方11名の生の声をお伺いした。人選には偏りのないよう
に，地元の人に限定し，そこで日常生活を普通に送っている平均的な地域住民の
方々にお願いした。ざっくばらんにお話を伺い，普通の日常生活を送るなかで，
地域で外国人と関係しながら体験したこと，実感したことなどを踏まえて，外国
人との近隣関係，コミュニケーションなどについて，率直にご意見等を語ってい
ただいた。犯罪の話は，割愛した。ご協力いただいた皆様に心からお礼を申し上
げたい。
② 取材実施期間 2008年2月
③ 取材対象者
O総数11名。男性8名，女性3名。
O年齢については， 40歳代2名， 50歳代4名， 60歳代5名。
O地域との関わりについては，新宿大久保地区などJR新宿駅の周辺の地域で，
長い期間地域に居住している方，お庖の経営や商庖街振興会等でド地域に根ざし
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たお仕事をしている方，地域の学校・行政に携わっている方など。大久保地区
は4名，ほかの地区・分野は各1名。
④ 取材方法
あらかじめ，アンケート質問項目と「平成15年版 新宿区における外国籍住民
との共生に関する調査報告書概要版平成16年3月 財団法人新宿文化交流
財団」のコピーを送付し，アンケート用紙に記入をお願いした上で，直接面接し
て自由にご発言をいただき取材した。
⑤ 取材内容
アンケート質問項目は，年齢，性別，お仕事，新宿との関わりとその期間，外
国の方との関わり方，外国の方とのかかわりの具体的内容(良かったこと，外国
の方が困っていたこと，外国の方とのトラブル，子どものことなど)，各方面に
対する御要望(行政，学校，地域・ボランティア，外国の方など)など。
(2) 外国人との共生に関する新宿地元からのご意見の概要
① 生活上のトラブルなど
O大久保の住民の方のご発言
「地域の近隣関係で外国人とのトラブルは相変わらず多く，居住する日本人に
とって受け入れがたい要因となっています。例えば，勝手なごみ出し，組大ごみ
の放置や持出など，ごみのマナーの問題があります。出前などの車両駐車の無秩
序さ，飲食店による歩道への看板，イス出し，七輪の持ち出しによる火の使用な
ど，庄の改築での違法建築，騒音や大声での会話，大勢でのアパート居住など，
どれも従来から言われてきましたが，改善されていません。」
「問題を引き起こしているのは，短期滞在の人達です。やり放題やって帰国し
てしまうから地元ではどうにもなりません。ここまで許されるという線が日本人
の感覚と異なる上，一度こうだと考えたら絶対人の意見は受け入れてもらえませ
ん。」
「大久保には，昔から住んでいる外国人と最近の短期滞在の外国人が居住して
います。長く住んで、いる外国人も，最近の外国人と考え方が異なるのでとまど
い，考え方やマナーがおかしいのではないかと批判しています。長く住んでいる
外国人弘子供たちの環境が悪いからといって，この辺りから撤退する人もいま
す。j
「新宿全体に外国人が住むならまだしも 1つの地域に集中は図ります。外国
人に気を使いすぎて，お客様扱いしています。住民が頑張って住むには限度があ
ります。よその人もここのアパートに一人で住んでみたらどうでしょうか。本当
にここに住んでいる人がまちづくりをすべきです。J
「大久保生まれ，大久保育ちですが，子供は別の地区の学校に入れました。家
も郊外に転居しましたが，職場は大久保で街の活動にもそのまま参加していま
す。子供の犯罪，いじめなどを心配しました。地元の小学生で地元の学校に行か
ない子供も多いようです。外国人が特定の地域に集中する政策はよくありませ
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ん。J
「特定の小学校に外国人が集中すると，数の少ない日本人の負担が重くなると
言う人がいます。j
O北新宿の住民の方のご発言です。
「北新宿も，大久保ほどではありませんが，外国人の居住が増加しています。
住民の外部への脱出は，大久保ほどではありません。町会での協力はまだ残って
いるし，少人数でも頑張っています。J
O西新宿の住民の方のご発言です。
「外国人は，周囲へ迷惑をかけるから敬遠されます。ルールを守ってくれれば
トラブルはありません。日本は外国人に対して優しい。海外生活からぼろぼろに
なって帰ってきた人もいます。お互いに外国での生活は大変だと思います。」
O新宿東口商庖街振興組合の役員の方のご発言です。
「新宿東口の商庖街にとって外国人とは，買い物の旅行者で，大事なお客様で
す。アジアからの方が多くなっています。要望としては，情報発信として外国人
に対する表示案内の整備などが必要だと思います。また，飲食庖の裏方として外
国人が働いていますが，コミュニケーションをしっかりとって，日本の習慣等を
説明すれば対応はできると思います。」
O歌舞伎町商庖街振興組合の役員の方のご発言です。
「歌舞伎町では，警察による取締りの結果，不法滞在者のエステはなくなりま
した。ここは就学生の就労が多いところです。」
「短期間でマネーを稼ぐだけが狙いの外国人(ニューカマー)は，目的のため
には手段を選ばないし，日本社会に溶け込むつもりはない上，日本のように郷に
入れば郷に従えという考え方がないので，対策が難ししh。外国人とのトラブPル処
理のやり方をみても，住宅街の住民は24時間生活しているからなんとかコントロ
ールしようとしますが，商庖街は「隣は隣」で口出しをしないから，より深刻な
影響をこうむる可能性があります。」
② 学校教育
O地元の小学校管理職の方のご発言です。
「地元の小学校では，日本語を含んで13の言葉，全体の 6割程度の外国籍の子
供を受け入れて，特別なカリキュラムを組んでトいます。不登校も非行もありませ
ん。子供は学校が好きで，運営は順調です。地域の結びつきにも努力しており，
地域のボランティアにも活躍していただ、いています。」
O西新宿の住民の方のご発言です。
「地元の小学校では地域にお願いして，伝統行事の紹介のイベント，防犯パト
ロール，通学路の看板の設置等を行っています。」
O日本語学校校長先生のご発言です。
「新宿は外国でも有名でアルバイトがやりやすいから，日本語学校も多し瓦。何
をしてはいけないか知ってもらうのも日本語学校の役割です。」
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③ 行政への期待
O大久保の住民の方のご発言です。
「外国人に対してルールを教えるのは近隣住民が注意するのではなくて，行政
の仕事ではないでしょうか。外国人登録のときにオリエンテーションをやってほ
しい。あるいは，来日したときルール本を渡して，それを携持しなければ日本に
入れないようにしてほしい。新宿区の多文化共生プラザで教えていますが，そこ
に来ている外国人の方は優等生で，我々が相手にしている外国人とは違います。」
O北新宿の住民の方のご発言です。
「ごみ出しルールのパンフレットを作成しても，きちんと外国人本人に渡るか
否かが大事です。外国人に関する地域のイベントや集会に，地元以外から地元以
上の人数を呼んで盛り上げたりしますが，本当の地元の行事にしないと意味が薄
くなります。J
O新宿区多文化共生プラザの管理職の方のご発言です。
「新宿に外国人が多いことを前提として，新宿は外国人が多くて活気があるま
ちであると積極的にとらえて，それをまちのよいイメージにしていくことが，基
本的な考え方です。多文化共生プラザは平成17年に開設しました (rょうこそ!
しんじゅく多文化共生プラザへ新宿区J)。外国人の困り事相談では実績も重
ね，外国人の顔が見えるようになってきました。
外国人とのトラブルで，例えば違法建築の問題では，行政はきちんと対応しな
ければなりません。行政は，縦割りの弊害が大きい。区役所でもトラブ戸ルに対す
る担当部署がそれぞれに分かれています。外国人の問題をどうするか，職員がし
っかり意識を持つ必要があります。また，現場から国や都への情報提供，アピー
ルをしたり，逆に，国やほかの自治体などの動きについて'情報収集を積極的にす
る必要があります。」
(3) 参考
警察学論集第61巻第7号「警察政策フォーラム 外国人との共生と治安の確保」
外国人との共生に関する新宿地元からのご意見について 渡辺巧。
2 r平成19年度新宿区多文化共生実態調査報告書平成20年3月新宿区J，r同
概要版」
第1章外国人区民調査
標本数 5，000人 有効回収数 907人 有効回収率 18.1%
第2章 日本人区民調査
標本数 2，000人 有効回収数 859人 有効回収率 43.0%
「平成15年度 新宿区における外国籍住民との共生に関する調査報告者 平成16年
3月 財団法人新宿文化・国際交流財団」
23 r労働政策研究報告書 no.14 2004J労働政策研究・研修機構 2004年。
24 rょうこそ! しんじゅく多文化共生プラザへ 新宿区」新宿区。
25 外国人労働者に対する経済的・制度的支援，法的地位
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流入当初は，住宅の確保，健康や衛生面での手当，労働に対する搾取の防止や適正
な労働環境の整備のための対策，さらに定住化が進むと，子どもの教育，年金等の社
会保障や外国人の法的地位に関する対策などが必要となる。社会的統合に関するニー
ズは，段階に応じてしだいに高まる。この部分に関しては，本稿においては，立ち入
らない。
26 r外国人労働者新時代」井口泰 ちくま新書 2001年。
欧州の移民連鎖の状況を踏まえた r4段階説」。
第一段階(出稼ぎ期):単身で出稼ぎに来て所得を本国に送金し，帰国。
第二段階(出稼ぎ期):滞在と就労を延長し，同国人との社会的ネットワークを形成。
第三段階(定住期):母国から家族を呼び寄せるなどして，定住化。
第四段階(統合期):受入れ国における滞在と就労の権利に基づいて，受入れ国で子
弟を養育。
27 r外国人労働者 強まる経済界の開放要請J週間東洋経済 2007.6.2 注目再掲。
自動車や電機の工場が集積し，日系南米人が集住する地方都市の深刻な問題
①小中学校で日本語の話せない南米系児童が増加し，教育が混乱。②生活習慣をめ
ぐる地域社会との摩擦。③治安悪化。④日系人の地方税や社会保険の未払い。
28 2005年10月末，パリ郊外で，北アフリカ出身の若者が警察による追跡中に死亡した
ことをきっかけに，移民系による暴動が発生。フランス全土，ベルギーにも波及。
29 rロンドン同時多発テロ事件J(2005年7月7日)。
ロンドンにおいて，地下鉄3カ所がほぼ同時に，その約1時間後にパスがそれぞれ
爆破され， 56人が死亡したテロ事件。犯人は，イスラム系移民の若者ら。
30 r外国人労働者 強まる経済界の開放要請」週間東洋経済 2007.6.2 11)再掲。
31 r国民生活審議会J，r内閣府設置法J(平成11年7月16日法律第89号)第37条， 38条
「第13次 国民生活審議会J(平成2年12月12日~平成4年12月11日)
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